
平成３０年８月２９日

川崎市 環境局 地球環境推進室

川崎市の気候変動対策について
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川崎市の現況
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●面 積：１４４.３５ ㎢

（政令指定都市で最小）

人口の増加状況と将来推計

（年）

（万人） 実績 推計

首都圏の好位置にある優位性

出典：川崎市人口推計

道路・鉄道・航空など交通利便性の高さ

出典：平成２８年版大都市比較統計年表

・羽田空港まで１５分
・東京駅まで １８分
・横浜駅まで １０分

川崎市

大都市比較（政令指定都市と東京都区部）
〇「自然増加比率」が1 位(0.28％) 【31年連続】
〇「出生率」が1 位(0.99％) 【27 年連続】
〇「従業者1 人当たり製造品出荷額等」が1 位

(9,450 万円) 【43 年連続】

●人 口： １，５１６，０５２人
（平成30年８月１日現在）

●世帯数：７２７，３５２世帯
（平成30年８月１日現在）
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●川崎市は、京浜工業地帯の中核として日本の経済成長を牽引してきた一方で、甚大な
産業公害を経験したが、市独自の取組である総量規制の導入や事業者との大気汚染防
止協定の締結などの取組とあわせ、事業者による積極的な取組や市民の環境意識の向
上により、その状況は大きく改善した。

川崎の空（1960年代）

多摩川 二酸化硫黄（一般局）

BOD（多摩川田園調布取水堰（上））

多摩川（現在）

公害問題に取り組む過程において川崎市内には
多数の環境対策技術・ノウハウが蓄積

事業者・市民・行政が一体となった
対策による大幅な改善

川崎の空（現在）

かつての公害問題

研究開発機関の立地

0

2

4

6

8

10

12

71 73 75 77 79 81 83 85 87 89 91 93 95 97 99 01 03 05 07 09 11 13

年平均値

mg/L

年度

0.000

0.010

0.020

0.030

0.040

0.050

0.060

0.070

0.080

0.090

65 67 69 71 73 75 77 79 81 83 85 87 89 91 93 95 97 99 01 03 05 07 9 11 13

年平均値

ppm

年度



4

浮島

水江

千鳥（夜光）

扇島

○風力発電所
○出力 約２千kＷ
○風車仕様 高さ約 123m
（タワー部分 約80m）
○運転開始 2010年3月
○事業主体 JXTGエネルギー
㈱
※資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁補助採択

塩浜東

○家庭用燃料電池
「エネファーム」
○

川崎駅前

浜川崎駅周辺

○ネオホワイト（水和物スラリ）
蓄熱空調システム

○熱容量の大きいネオホワイト（水和
物スラリ）を利用した蓄熱式空調シ
ステムによる省エネ

○運転開始 2005年:THINK京浜ビル
2008年:川崎地下街ｱｾﾞﾘｱ

○メーカー ＪＦＥエンジニアリング㈱

○苛性ソーダ生産用
イオン交換膜

○苛性ソーダ生産用イオン
交換膜による省エネ
○生産開始 1974年
○事業主体 旭化成㈱

○天然ガス発電所
○出 力 約85万kＷ
○熱効率 約58%「世界最高水準」
○全体運転開始 2008年10月
○事業主体 川崎天然ガス発電㈱
（JX日鉱日石エネルギー㈱、東京
ガス㈱）

○新型シャフト炉
○溶解能力 約50万t／年
○運転開始 2008年8月
○事業主体 ＪＦＥｽﾁｰﾙ㈱

○火力発電所の蒸気を周辺企業
に供給

○供給量 約３０万トン／年
○供給開始 ２０１０年２月
○事業主体 川崎スチームネット㈱
※千鳥・夜光地区10社に供給

○コンバインドサイクル発電の導入
○敷地面積 約２８ｈａ
○１号系列
・出力 150万kＷ（1500℃級）
・熱効率 約59%(1500℃級)
「世界最高水準」

・運転開始 2009年2月
○2号系列
・出力 50万kＷ×1軸（1500℃級）

71万kＷ×2軸（1600℃級）
・熱効率 約61%(1600℃級)
「世界最高水準」

・全体運転開始(予定) 2017年度
○事業主体 東京電力フュエル＆パワー㈱

○大型蓄電池及びシステムの
開発・製造
○生産
最大120万セル/年
（2012年６月）

○敷地面積 約2.9ｈａ
○事業主体 エリーパワー㈱
※公共用地を有効活用

電力供給施設

自家発電施設

扇町

○大規模太陽光発電所
○出力 20ＭＷ
○敷地面積 約34ｈａ
○パネル面積 約30ｈａ
○運転開始 2011年8月
○事業主体 東京電力ホール

ディングス㈱、川崎市
※ＰＲ施設「かわさきエコ暮らし
未来館」（2011年8月開館）

○リチウムイオン二次
電池部材（正負極添加
剤VGCF）の生産
○正負極材に添加する
導電補助材、電池の劣化を
抑制

○生産
200トン／年

○事業主体 昭和電工㈱

○地熱発電設備の生産
○蒸気タービン・発電機の製作

○地熱発電分野で世界最大級の
139MW地熱蒸気タービン・発
電機を製作・納入
○事業主体 富士電機㈱

白石

臨海部の環境技術（地球環境・エネルギー）



専修大学
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サントリー（商品開発センター）

東京応化工業（本社）

NEC（事業場、中央研究所）

三菱ロジスネクスト
（新川崎事業所）

メルセデス・ベンツR&D 川崎
（研究開発・知的財産管理）

マイコンシティ（南黒川）

ミツトヨ（本社）

キヤノン（事業所）

三菱化工機（本社）

昭和電工（事業所、融合製品開発研究所）

東芝
（研究開発センター）

キヤノン（事業所）

デイ・シイ（工場・技術センター）

第一高周波工業（工場、技術部）

日油（工場）

ANA殿町ビジネスセンター

日本触媒（製造所）

富士通ゼネラル
（本社）
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 ハリウッド（研究所、工場）

 地方独立行政法人

神奈川県立産業技術総合研究所

（KISTEC（溝の口支所））

 日本ロレアル
（リサーチ&イノベーションセンター）

 ハーゲンダッツ（R&Dセンター）

 デュポン（エレクトロニクスセンター）

4

日本ゼオン
（工場、総合開発センター）

味の素（事業所、工場、研究所）

D&Mホールディングス（本社）

新エネルギー・産業技術総合開発機構

旭化成（製造所）

JXTGエネルギー
（川崎製油所、
中央技術研究所）

NUC
（工業所、研究開発部）

7

富士通
（本店、工場）
富士通研究所

（本社）

長谷川香料
（総合研究所）

三菱ふそうトラック・バス
（製作所、技術センター）

キヤノン（事業所）

聖マリアンナ医科大学

マイコンシティ（栗木）2

 キヤノンアネルバ（本社）

 JCU（総合研究所）

 荏原実業（中央研究所）

 商船三井（技術研究所）

明治大学
地域産学連携研究センター

3

かながわサイエンスパーク KSP

 慶應義塾大学新川崎先端研究教育
連携スクエア

 4大学ナノ・マイクロファブリケーション
コンソーシアム

 日本アイ・ビー・エム（研究所）

5
新川崎・創造のもり
K2タウンキャンパス
KBIC NANOBIC

ソリッドスクエアビル6

 デル（本社）

 ノキア（R&Dセンター）

 JFEスチール（研究所）

7
テクノハブイノベーション
THINK

ゼロ・エミッション
工業団地

8

 実験動物中央研究所

 川崎生命科学・
環境研究センター（LiSE）

– 環境総合研究所

– 健康安全研究所

 ジョンソンエンド・ジョンソン

インスティテュート

（東京サイエンスセンター）

 ナノ医療イノベーションセン
ター（iCONM）

 ペプチドリーム（本社）

 日本メドトロニック（イノベー
ションセンター）

 ライフイノベーションセン
ター（LIC）

 クリエートメディック（研究開
発センター）

 富士フイルムRIファーマ
（川崎PETラボ）

 日本アイソトープ協会（川
崎技術開発センター）

 国立医薬品食品衛生研究
所

9
殿町3丁目地区
（KING SKYFRONT）

日本電産中央モーター
基礎技術研究所

黒田精工（本社）

東芝（スマートコミュニティセンター）

三菱重工フォークリフト＆
エンジンターボHD（本社）

富士通（テクノロジースクエア）

9

●約400の研究開発機関が立地し、産業振興・イノベー
ションを推進する基盤がある。

研究開発機関の立地
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川崎市の温室効果ガス排出量（１）

●市民・事業者との協働により温室効果ガスを削減する取組を推進し、特に産業系（エネル
ギー転換部門・産業部門・工業プロセス部門）の排出量減少により、市域内の温室効果ガス
排出量については基準年度である1990年度との比較では減少している。

市内温室効果ガス排出量の推移
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16.8%減



二酸化炭素排出量の部門別構成比を見ると、産業部門が最も高く、本市の特徴となってい
る。（エネルギー転換、産業、工業プロセスの産業系で全体の７割超）

市内部門別の二酸化炭素の内訳
（2015年度暫定値）

全国の部門別の二酸化炭素の内訳
（201５年度）
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川崎市の温室効果ガス排出量（２）

エネルギー

転換部門
11.6%

産業部門
60.7%

民生部門
（家庭系）
8.7%

民生部門
（業務系）
9.1%

運輸部門
5.0%

廃棄物部門
2.1%

工業プロセス部門
2.9%

産業系が
7割超

エネルギー

転換部門

6.5%

産業部門

33.5%

民生部門（家庭

系）

14.6%

民生部門

（業務系）

21.6%

運輸部門

17.4%

廃棄物部門

2.4%

工業プロセス部門

3.8%

その他

0.3%
産業系は
約4割



市内部門別の二酸化炭素の排出推移

部門別の排出量の推移では、エネルギー転換部門、産業部門、運輸部門、工業プロセス
部門において基準年度である1990年度比で減少している。一方、民生部門（家庭系・業務
系）及び廃棄物部門では増加しており、特に民生部門の増加率が高くなっている。

8

川崎市の温室効果ガス排出構造の変化

ｴﾈﾙｷﾞ-転換部門,76

産業部門,81

民生部門（家庭系）,174
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工業プロセス部門,70
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※国の算定マニュアルの改定等に伴い再算定した値であり、これまでの公表値と異なる。

民生部門
の増加率
が高い

産業系が
減少



川崎市の地球温暖化対策等に関する条例・主な計画

◆ 川崎市地球温暖化対策の

推進に関する条例の施行（2010年4月）

◆ 川崎市地球温暖化対策推進
基本計画の策定（2010年10月）

9

・「パリ協定」、国の「地球温暖化対策計画」策定を踏まえた新たな温室効果

ガス排出量削減目標の設定

・気候変動適応策基本方針を基本計画に統合し、緩和・適応両面での対策を

推進。

◆ 川崎市気候変動適応策
基本方針（2016年6月策定）

緩和策の計画

適応策の考え方の
整理

◆ 川崎市地球温暖化対策推進基本計画の改定（2018年3月）



川崎市地球温暖化対策推進基本計画の目標

10

― 基本理念 －
マルチベネフィットの地球温暖化対策等により

低炭素社会を構築

地球温暖化対策等産業振興 防災対策

健康維持

●環境技術、環境産業を活かした
産業の振興、国際競争力の強化

●未来型環境・産業都市の実現

●再生可能エネルギー等による
災害時の安全・安心

●緑と水のネットワーク形成による
防災・減災

●高断熱住宅によるヒートショック
の防止、快適性の向上

ー温室効果ガス排出量の削減目標ー
2030年度までに1990年度比30%以上の温室効果ガス排出量の削減を目指す



○川崎温暖化対策推進会議
（ＣＣ川崎エコ会議）
平成２０年７月、全市の多様な主体による
地球温暖化対策のネットワーク組織として設立
市民団体・事業者・学校等、１００余の団体が加盟

○川崎市地球温暖化防止
活動推進センター

平成２２年１２月、啓発活動、広報、推進員
の活動支援、市民や事業者からの相談など
を行う支援組織であり、市内ＮＰＯ法人を指定

○川崎市地球温暖化防止
活動推進員

市民・事業者・行政と連携・協働しながら、
地球温暖化対策の実践活動や普及啓発
を推進する。

連携・協働

○川崎市温暖化対策庁内
推進本部
平成２０年２月、市自らが温暖化対策を積極的に
牽引するため、市長を本部長とし、具体的な対策
を実施する推進組織として設置

地域住民等との連携体制

行政の推進体制

各主体が協働した取組を推進

川崎の温暖化戦略ネットワークの推進

川崎市地球温暖化対策推進計画の推進体制

11



◆地域特性等

気候変動の影響は、地域や土地利用などによって異なり、気候変動適応策の検討・実施にあたって
は、地域の特徴等を踏まえることが重要。

①地理的特徴：北は多摩川、南は横浜市、西は多摩丘陵、東は東京湾。南西から北東へ細長い地形。

②社会的特徴：人口密度が高く、将来人口も増加すると推計。市域の大半が都市的土地利用。

③産業活動の特徴：臨海部の先端産業、約400の研究開発機関など、産業の集積。

適応策の検討①（市の概況と気候について）

12

【気温】（統計期間：1985年～2014年）
ポイント

・年平均気温は、統計期間の30年間において、
上昇傾向（川崎：約 0.9℃/30年、中原：約
1.6℃/30年、麻生：約1.5℃/30年）

環境総合研究所「大気環境常時監視シ
ステム」のデータから、臨海部・内陸部・
丘陵部から１地点ずつ選定（川崎・中原
・麻生）し、分析。

【降水量】（統計期間：1978年～2014年）
ポイント

・年降水量は、宮前区野川・麻生区早野において増
加傾向が見られるが、幸区小倉、横浜地方気象台（
横浜市中区山手）では変化傾向は見られない。

国土交通省「水文水質データベース」のデー
タをもとに、市内の観測地点（幸区小倉、宮
前区野川、麻生区早野）について分析。

◆気候の現状

本市における気候の現状を把握するため、川崎市環境総合研究所が把握している市内のデータ及
び横浜地方気象台のデータ等を参考にしながら、気候の分析を実施。



◆気候の将来予測

国（環境省・気象庁）による気候変動予測データを参考にしながら、川崎市域を含む南関東エリア
を抽出して気候変動の将来予測を実施

※厳しい温暖化対策を取らなかった場合＝IPCC第５次評価報告書におけるRCP8.5シナリオ

厳しい温暖化対策を取った場合＝IPCC第５次評価報告書におけるRCP2.6シナリオ

適応策の検討②（川崎市の気候の将来予測）
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【気温】
●21世紀末における年平均気温
・「厳しい温暖化対策を取った場合」：現在と比較して0.4～1.6℃上昇
・「厳しい温暖化対策を取らなかった場合」：現在と比較して3.2～5.0℃上昇

●21世紀末における真夏日の日数（日最高気温30℃以上の日＝現在気候では約40日程度）
・「厳しい温暖化対策を取った場合」：現在と比較して約16日の増加
・「厳しい温暖化対策を取らなかった場合」：現在と比較して約62日の増加

【降水量】
●21世紀末における年降水量の変化

＝増加する場合と減少する場合があり、有意な傾向は見られない。
●21世紀末における短時間強雨の発生回数

＝1時間に30ミリ以上の強い雨の発生頻度は増加傾向。



適応策の検討③（市民・事業者の意識）
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◆市民アンケート（「平成27年度第1回かわさき市民アンケート」（平成27年7月）の中で実施）
⇒市内在住の満20歳以上3,000人を対象とし、1,331人から回答（有効回収率：44.4％）

・地球温暖化による気候変動の影響について、実感を調査
「気温上昇」や「局地的な大雨の影響」など、いずれの項目においても「とても実感がある」、「ある程
度実感がある」を合わせると５割を超える回答

◆事業者アンケート（平成27年9月実施）
⇒環境に配慮した取組を行っている市内の173事業者を対象とし、49社から回答（有効回収率：28.3％）

・事業活動への影響

ゲリラ豪雨、洪水、台風・竜巻などの風水害や、猛暑日や気温・海水温の上昇に伴う影響を懸念
するという回答が多く見られた。

・環境技術等の活用
市内事業者の中には、適応に活用できる製品や技術を有している事業者が存在。

・市に期待していること
気候変動に関する情報提供などの支援。

● 気候変動適応策基本方針の策定にあたり、アンケートを実施



国の適応計画 本市が取り組む重要項目

分 野
主な大項
目

主な小項
目

取組項目 取組理由（本市の実情・特性等）

自然災害
・沿岸域

河 川
洪水
内水

治水・水害
対策

●今後、「短時間強雨」の増加が見込ま
れており、雨水排水施設の能力超過等
による浸水や河川の氾濫、土砂災害な
どのリスクが高まると考えるため。

健 康

暑 熱
死亡リスク
熱中症

熱中症
対策

●今後、「気温上昇」が見込まれており、
熱中症に罹患するリスクが高まるととも
に、それによる救急搬送者数が増加す
ると考えるため。

感染症
節足動物媒
介感染症

感染症
対策

●今後の「気温上昇」等により、感染症を
媒介する蚊等の節足動物の分布可能
域が変化し、感染するリスクが高まると
考えるため。

国民生活
・都市生活

その他
暑熱による
生活への影
響等

暑熱対策（ヒートアイランド対策含む）

●今後、「気温上昇」が見込まれており、
既に生じている「ヒートアイランド現象」
が重なることで、さらに暑熱環境が悪化
すると考えるため。 15

適応策の検討④（重点的に取り組む分野・項目）
● 川崎市において重点的に取り組む気候変動適応策の分野・項目

気候変動適応策基本方針の取りまとめにあたり、重点的に取り組む気候変動適応策の分野・項目を整理。

「国の適応計画」で示される「農業、森林・林業、水産業」など「７分野」については、川崎市の状況に
応じて適切に対応しつつ、基礎自治体として、本市の実情や特性等に応じた気候変動適応策を検討・実施
するため、以下のとおり整理した。
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基本計画に位置付けた主な適応策

１ 治水・水害対策の推進
気候変動による短時間強雨に対応するため、洪水に対応した河道整備
や雨水流出抑制施設等を活用した流域対策、また防災意識の向上など、
総合的な治水・浸水対策を推進していく。

２ 熱中症対策の推進
気温上昇による熱中症を予防するため、熱中症患者の発生状況の把
握、健康情報の提供による普及啓発など、子供や高齢者等への熱中症対
策を推進していく。

３ 感染症対策の推進
蚊が媒介する感染症対策として、蚊の発生を防ぐ対策等を進めていく。

４ 暑熱対策（ヒートアイランド対策含む）の推進
暑熱環境の融和に資する緑・水の確保地表面被覆の改善、風の道の形
成や廃熱の抑制等の対策を推進していく。

● 計画に位置付けた主な気候変動適応策

５ 気候変動に関する観測・分析、調査研究等の推進
市内の気温や降水量の継続的な測定による気候変動状況の把握や暑
熱に関する調査・研究を実施し、市民・事業者に対する情報提供を推進し
ていくとともに、国の適応計画に示された取組について、川崎市の特性を
踏まえながら適切に対応していく。
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川崎市の気候変動適応の取組①

洪水ハザードマップ

○治水・水害対策の例
時間雨量５０mm（３年に１回程度）
の降雨に対応できる河川改修など
を推進
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川崎市の気候変動適応の取組②
○熱中症対策の例
健康情報の提供による普及啓発などを推進

川崎駅地下街での広報

（公財）河川財団や民間事業
者と連携した熱中症予防対策

講座の開催
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川崎市の気候変動適応の取組③

○感染症対策の例
デング熱など蚊が媒介する
感染症対策などの予防対策
の推進

○暑熱対策（ヒートアイランド対策含む）
の例 緑の保全、緑化の推進

事業所の緑化地 多摩丘陵軸の緑の保全
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川崎市の気候変動適応の取組④
○産業の振興等の視点からの適応
の取組例

適応をテーマとした
事業者との研究会

○気候変動適応策に関する理解の向上

川崎フロンターレホームゲームイベントでの
気候変動についての普及啓発
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九都県市の取組
・東京オリンピック・パラリンピックを見据え、暑さ対策を推進
日傘利用の拡大、クールシェアなど

九都県市日傘貸し出しイベント（川崎競馬場） ※ イベント開催にあたり、東レ株式会社、オーロラ
株式会社より無償提供いただいた日傘を使用（特殊三
層ラミネート構造からなる優れた遮熱体感効果、高い
遮光性・UVカット性を兼ね備えた「サマーシールド
®」を使用した長傘）



➣市民、事業者の優れた取組の発掘と発信
「スマートライフスタイル大賞」の表彰

➣地球温暖化防止活動推進員等の市民
ボランティアによる広報啓発活動

川崎市地球温暖化防止活動推進センター

・市民、事業者等の協働取組の
中間支援組織として活動
・高津市民館内の情報拠点「ＣＣ
かわさき交流コーナー」運営

市民、事業者、行政が一体となって地球温暖化対策に取り組むために設置された
「川崎温暖化対策推進会議」（ＣＣ川崎エコ会議）のネットワークを中心に、各主体
の協働により環境配慮の取組を推進。

カリタス小学校6年3組

「作ろう！泊まろう！ゲルゲルゲル」

羊毛の再利用と環境学習

第
５
回
大
賞

参考①：市民・事業者との協働の取組の推進（１）
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事業者等との協働による広報イベント

参考①：市民・事業者との協働の取組の推進（２）

エコ暮らしこフェア 「COOL CHOICE」宣言を行う
川崎フロンターレの小林選手



参考②：環境技術を活かした取組（１）
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■ ライフサイクル全体でCO2削減に貢献する川崎発の製品・技術等を評価

■ これらの製品・技術等のポテンシャルを広く発信

■ ブランドを通じて地球全体での温室効果ガスの削減に貢献

応募製品・技術等と比較対象製品・技術等のライフサイク
ルの各段階における CO2増減量を合計したライフサイクル
での CO2削減量を算定

認定・大賞選定基準

基準
ブランド
認定基準

大賞
選定基準

１ ライフサイクルでの環境効率の向上 該当すること

２独自性・先進性

何れかの項目を
満たすこと

３市民、社会全体の取り組みの推進

４国際的な貢献

５川崎の特徴・強みを活かした低炭素
社会の構築への貢献度

－
総合的に
評価

ライフサイクル全体のCO2削減効果

■ 平成２０年度 ：CO2削減川崎モデルを構築
■ 平成２１～２３年度：パイロット事業として実施
■ 平成２４年度～ ：本格実施

これまで７６製品・技術等を認定

低CO2削川崎ブランド
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廃棄物発電の活用

廃棄物発電を活用した「ゼロ・エミッションシステム」による

ＥＶごみ収集車の導入

＜日本初！＞

川崎市では、廃棄物発電を活用したＥＶごみ収集車を導入します。

（平成３０年度中（予定））

川崎市のごみ焼却処理施設の発電量
・市のごみ焼却処理施設では、年間で1.1億ｋＷｈ以上の電気を発電しており、世帯数に換
算すると、3万世帯以上の年間使用電力※に相当 ※1世帯3,600kWh/年で計算

電池ステーションイメージ外観イメージ

参考②：環境技術を活かした取組（２）
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参考②：環境技術を活かした取組（３）

アンモニア
（NH3）

◆地域で発生する使用済プラスチックから水素を製造し、川崎臨海部の需要者に

パイプラインで輸送、純水素型燃料電池を活用しエネルギー利用する水素の地産

地消モデルの構築

◆昭和電工が実用化した世界で唯一のプラスチックケミカルリサイクル施設を有効

活用

◆使用済プラスチックを原料とする水素の製造方法により、環境負荷を大幅に低減

◆環境省「平成27年度地域連携・低炭素水素技術実証事業」に採択

◎循環型水素社会を目指した「地域循環型水素地産地消モデル」の構築

２７

川崎殿町 キングスカイフロントA地区

水素パイプライン輸送
ＫＰＲ

（Kawasaki Plastic Recycle）

使用済プラスチックから

アンモニアを製造する設備

東急REIホテル
（国際戦略拠点キングスカイフロントA地区）

（出力:100kW）大型純水素燃料電池
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◎JR南武線 武蔵溝ノ口駅「エコステ」モデル駅の整備（東日本旅客鉄道株式会社）

◆鉄道事業者で初めて再生可能エネルギー由来の水素（CO２フリー水素）を活用

◆災害時は、一時滞在場所となるコンコースやトイレの一部に電力を供給予定

◆エコメニューの導入により、CO2排出量を２０％以上削減

・創エネ 自立型水素エネルギー供給システム導入

・省エネ 照明のLED化、高効率空調機器導入

・エコ実感 エコ表示盤、エコ待合スペース設置

・環境調和 自然素材活用、緑化

ウォームベンチ

自立型水素エネルギー供給システム「H2One」ドライミスト

デジタルサイネージ（駅改札付近）

緑化・自然素材活用 太陽光パネル

ホーム整備前 ホーム整備後

参考②：環境技術を活かした取組（４）



ご静聴 有り難うございました
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